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平成 26 年 11 月 19 日 

 

平成 26 年度第 2 四半期（上半期）業績のお知らせ 
 

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社（社長：熊野御堂 厚）の平成 26 年度第 2 四半期（平成 26 年 

4 月 1 日～平成 26 年 9月 30 日）の業績をお知らせします。 

 

 

１．主要業績の状況 

  新契約高は前年実績を下回りましたが、その他

の主要業績は平成 26 年 5月 2 日に発売した医療

保険の新商品「新・健康のお守り」の販売好調等

によりそれぞれ増加し、新契約件数は前年同期比

126.2％、年換算保険料（新契約）は前年同期比

114.9％となりました。 

 

２．損益の状況 

  基礎利益は 139 億円となりました。また、中間

純利益は 79 億円となりました。 

 

３．資産の状況  

総資産は、前年度末比 103.5％の 2 兆 1,952 

億円となりました。 

  一般勘定資産の資産運用ポートフォリオは、 

ＡＬＭ（資産・負債の総合管理）の観点から、 

引き続き高格付けの円貨建債券を中心として 

います。また、健全性に加え運用効率にも留意し、 

収益確保を図っています。 

 

４．ソルベンシー・マージン比率 

  ソルベンシー・マージン比率は 1,684.9％で 

あり、引き続き高水準を維持しています。 

 

 

 

■当社は、グループ名の変更を機に、平成 26 年 9 月 1 日に商号を「ＮＫＳＪひまわり生命保険株式会社」から 

「損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社」に変更しました。 

■平成 26 年 5 月 2 日に発売した新商品「医療保険(2014)」（終身タイプのペットネーム「新・健康のお守り」）は、 

皆さまから多くのご支持をいただいており、平成 26 年 10 月末までの 6 か月弱で申込件数が 16 万件を突破しました。 

■平成 26 年 9月 19 日から、金融機関および金融機関別働体向けにタブレット用経営者向け必要保障額シミュレーショ

ン「法人Ｓアプリ」の提供を開始しました。同アプリは、お客さまと同じ画面を共有しながら、必要な項目・数値を

選択するだけで、経営者に万一のことがあった場合の必要保障額を簡単にシミュレーションすることができます。 

【主要業績等の状況】 

 
平成 25 年度 

第 2四半期（上半期） 
平成 26 年度 

第 2四半期（上半期） 
前年同期比 

新契約件数 171 千件  216 千件  126.2％  

新契約高 1 兆 2,939 億円  1 兆 1,966 億円  92.5％  

年換算保険料 
（新契約） 

150 億円  173 億円  114.9％  

保険料等収入 1,824 億円  1,852 億円  101.5％  

基礎利益 74 億円  139 億円  188.9％  

中間純利益 33 億円  79 億円  240.6％  

  

 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第2四半期(上半期)末 
前年度末比 

保有契約件数 3,281 千件  3,375 千件  102.9％  

保有契約高 20 兆 2,455 億円  20 兆 6,359 億円  101.9％  

年換算保険料 
(保有契約) 

3,085 億円  3,127 億円  101.4％  

総資産 2 兆 1,202 億円  2 兆 1,952 億円  103.5％  

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ 
比率 

1,583.2％  1,684.9％  101.7 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

注 1 新契約件数・新契約高・年換算保険料・保有契約件数・保有契約高 
は、個人保険と個人年金保険の合計です。 

注 2 年換算保険料とは、各契約の総払込保険料額を保険期間で除して、 
1 年あたりの保険料に換算した金額をいいます。 
 
 

平成 26 年度第 2 四半期業績の概況 

その他のトピックス 

ご参考：当社の格付け(平成 26 年 11 月 19 日現在) 

格付投資情報ｾﾝﾀｰ                ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ＆ﾌﾟｱｰｽﾞ 
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１．主要業績 

（１）保有契約高および新契約高 

・保有契約高                            （単位：千件、億円、％） 

区  分 

平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

   前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 3,211 199,642 3,306 102.9 203,586 102.0 

個人年金保険 70 2,812 69 99.1 2,773 98.6 

団 体 保 険 － 31,424 － － 31,270 99.5 

団体年金保険 － － － － － － 

（注）個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と 

年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものであります。 

     

 

 

・新契約高                                        （単位：千件、億円、％） 

区    分 

平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

件 数 金 額 件 数 金 額 

  新契約 
転換によ

る純増加 
 

前年 

同期比 
 

前年 

同期比 
新契約 

転換によ

る純増加 

個 人 保 険 171 12,904 12,904 － 216 126.5 11,946 92.6 11,946 － 

個人年金保険 0 35 35 － 0 54.9 20 58.8 20 － 

団 体 保 険 － 315 315 － － － 90 28.7 90 － 

団体年金保険 － － － － － － － － － － 

（注）個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資であります。 
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（２）年換算保険料 

・保有契約                               （単位：百万円、％） 

区  分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

 

前年度末比 

個 人 保 険 290,889 294,637 101.3 

個 人 年 金 保 険 17,617 18,106 102.8 

合 計 308,507 312,743 101.4 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
113,524 116,290 102.4 

 

・新契約                                （単位：百万円、％） 

区  分 
平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

 

前年同期比 

個 人 保 険 14,940 17,251 115.5 

個 人 年 金 保 険 140 77 55.2 

合 計 15,080 17,328 114.9 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
6,258 8,292 132.5 

 

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、 

１年あたりの保険料に換算した金額であります（一時払契約等は、保険料を保険期間で除 

した金額）。 

２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前 

給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするも 

のは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保 

険料を計上しております。 

 

（３）主要収支項目                        （単位：百万円、％） 

区  分 
平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

 

前年同期比 

保 険 料 等 収 入 182,426 185,223 101.5 

資 産 運 用 収 益 19,422 21,474 110.6 

保険金等支払金 83,320 88,959 106.8 

資 産 運 用 費 用 213 166 77.8 

 

（４）総資産                           （単位：百万円、％） 

区  分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

 

前年度末比 

総 資 産 2,120,286 2,195,208 103.5 
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２．一般勘定資産の運用状況 

（１）運用環境 

平成 26 年度第 2四半期（上半期）のわが国経済は、消費増税前の駆け込み需要による前年

度後半の高成長の反動から、個人消費を中心に大きく落ち込みました。世界的な景気の伸び悩

みもあり、景気の先行きに対して不透明感が強まっています。 

企業部門は、収益面では円安効果により輸出企業を中心に改善が見られますが、個人消費の

低迷や輸出の停滞を受けて生産活動は鈍化しています。個人消費は、物価上昇に加えて、夏場

の天候不順の影響もあり、落ち込みが長引いています。また、物価は、消費増税の影響もあっ

て前年に比べて上昇基調にあります。 

金融市場では、夏場以降、米国の景気回復を背景に、為替市場においてドルが買われる展開

となり、上半期末のドル円相場は 2008 年以来となる 1ドル＝109 円台へ円安ドル高が進行しま

した。株式市場では、円安ドル高を受けた企業業績の改善期待から、日経平均株価は上昇に転

じ、昨年 12月に記録した 16,000 円台を回復しました。債券市場では、日本銀行の大規模な国

債買入を背景とした良好な需給環境の下、10 年国債利回りは一時 0.5%を割り込むなど、緩や

かな金利低下が続きました。 

 

（２）運用方針 

生命保険会社においては、将来の保険金等の支払いに備えて積み立てる保険契約準備金が負

債の大部分を占めています。このため、当社では負債の特性を勘案し、ＡＬＭ（資産と負債の

総合管理）を重視した資産運用を行っています。 

上記運用方針に基づき、当社の一般勘定資産は株価変動リスクを最小限に抑え、高格付けの

円貨建債券を中心とした資産運用ポートフォリオを構築することにより、長期的に安定した収

益の確保を図っています。また、一部を外貨建債券やＲＭＢＳに投資することにより、利回り

の向上を図っています。 

 

（３）運用実績の概況 

平成 26 年度第 2四半期（上半期）末の一般勘定資産は、前年度末に比べ 738 億円増加し 

2兆 1,748億円となりました。主な資産構成は、有価証券 2兆 575億円（一般勘定占率 94.6％）、

現預金・コールローン 313 億円（同 1.4％）となっています。 

また、資産運用収益は、利息及び配当金等収入の増加や有価証券売却益等により 202 億円と

なりました。一方、資産運用費用は、有価証券売却損を計上したことにより 1億円となりまし

た。これらの結果、資産運用収益から資産運用費用を控除した資産運用収支は、200 億円とな

りました。 
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３．資産運用の実績（一般勘定） 

（１）資産の構成                     （単位：百万円、％） 

区   分 
平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 37,153 1.8  31,385 1.4  
買 現 先 勘 定 － － － － 
債券貸借取引支払保証金 － － － － 
買 入 金 銭 債 権 － － － － 
商 品 有 価 証 券 － － － － 
金 銭 の 信 託 － － － － 
有 価 証 券 1,971,260 93.8  2,057,528 94.6  
 公 社 債 1,872,337 89.1  1,918,376 88.2  
 株  式 2,180 0.1  0 0.0  
 外 国 証 券 96,743 4.6  139,152 6.4  
  公 社 債 96,743 4.6  139,152 6.4  
  株 式 等 － － － － 
 そ の 他 の 証 券 － － － － 
貸 付 金 35,672 1.7  36,168 1.7  
不 動 産 626 0.0  591 0.0  
繰 延 税 金 資 産 13,747 0.7  10,017 0.5  
そ の 他 42,577 2.0  39,194 1.8  
貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 0.0  △ 39 △ 0.0 
合 計 2,100,994 100.0  2,174,846 100.0  
 う ち 外 貨 建 資 産 70,308 3.3  110,013 5.1  
（注）不動産については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しております。 

 

（２）資産の増減                        （単位：百万円） 

区   分 
平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ △ 3,268 △ 5,768 
買 現 先 勘 定 － － 
債券貸借取引支払保証金 － － 
買 入 金 銭 債 権 － － 
商 品 有 価 証 券 － － 
金 銭 の 信 託 － － 
有 価 証 券 64,150 

 

86,268 

  公 社 債 46,985 46,039 
 株  式 269 

 

 

△ 2,180 
 外 国 証 券 16,895 

 

42,409 

   公 社 債 16,895 

 

 

42,409 
  株 式 等 － 

 

－ 
 そ の 他 の 証 券 － 

 

－ 

 貸 付 金 348 495 
不 動 産 △ 3 △ 34 
繰 延 税 金 資 産 1,972 △ 3,729 
そ の 他 △ 2,007 △ 3,382 
貸 倒 引 当 金 5 3 
合 計 61,198 73,851 
 う ち 外 貨 建 資 産 14,764 

 

39,705 

 （注）不動産については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しております。 
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（３）資産運用収益                      （単位：百万円） 

区   分 
平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 17,470 18,669 

 預 貯 金 利 息 － － 

 有価証券利息・配当金 16,882 18,075 

 貸 付 金 利 息 583 589 

 不 動 産 賃 貸 料 － － 

 そ の 他 利 息 配 当 金 4 5 

商 品 有 価 証 券 運 用 益 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 益 － － 

売買目的有価証券運用益 － － 

有 価 証 券 売 却 益 468 1,561 

 国 債 等 債 券 売 却 益 468 275 

 株 式 等 売 却 益 － 1,255 

 外 国 証 券 売 却 益 － 29 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 償 還 益 － － 

金 融 派 生 商 品 収 益 － － 

為 替 差 益 33 － 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5 2 

そ の 他 運 用 収 益 － 0 

合     計 17,977 20,234 

 

（４）資産運用費用                             （単位：百万円） 

区   分 
平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

支 払 利 息 35 32 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 － － 

金 銭 の 信 託 運 用 損 － － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有 価 証 券 売 却 損 148 58 

 国 債 等 債 券 売 却 損 148 － 

 株 式 等 売 却 損 － － 

 外 国 証 券 売 却 損 － 58 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 評 価 損 － － 

 国 債 等 債 券 評 価 損 － － 

 株 式 等 評 価 損 － － 

 外 国 証 券 評 価 損 － － 

 そ の 他 － － 

有 価 証 券 償 還 損 － － 

金 融 派 生 商 品 費 用 17 54 

為 替 差 損 － 2 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － 

貸 付 金 償 却 － － 

賃貸用不動産等減価償却費 － － 

そ の 他 運 用 費 用 12 17 

合     計 213 166 
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（５）売買目的有価証券の評価損益                           

該当ありません。 

 

 

（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの） 

（単位：百万円）  

区 分 

平成 25 年度末 平成 26 年度第２四半期（上半期）末 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

 差益 差損  差益 差損 

 

満期保有目的の債券 1,259,475 1,376,059 116,583 116,751 168 1,246,313 1,387,836 141,523 141,523 － 

責任準備金対応債券 － － － － － 25,420 25,861 440 440 － 

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － － 

そ の 他 有 価 証 券 673,897 711,784 37,886 38,203 317 736,459 785,794 49,335 49,349 14 

 

公 社 債 588,443 620,031 31,588 31,729 140 614,430 653,806 39,376 39,382 6 

株 式 856 2,180 1,323 1,323 － － － － － － 

外 国 証 券 84,597 89,572 4,974 5,150 176 122,028 131,987 9,958 9,966 8 

 
公 社 債 84,597 89,572 4,974 5,150 176 122,028 131,987 9,958 9,966 8 

株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

合 計 1,933,373 2,087,843 154,470 154,955 485 2,008,193 2,199,492 191,299 191,313 14 

公 社 債 1,840,748 1,988,736 147,987 148,296 309 1,879,000 2,060,234 181,234 181,241 6 

株 式 856 2,180 1,323 1,323 － － － － － － 

外 国 証 券 91,768 96,927 5,158 5,335 176 129,193 139,257 10,064 10,072 8 

 
公 社 債 91,768 96,927 5,158 5,335 176 129,193 139,257 10,064 10,072 8 

株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 
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・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりであります。 
（単位：百万円） 

         区  分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 － － 

 
非 上 場 外 国 債 券 － － 

そ の 他 － － 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 － － 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 － － 

そ の 他 有 価 証 券 0 0 

 

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 0 0 

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） － － 

非 上 場 外 国 債 券 － － 

そ の 他 － － 

合  計  0 0 

 

 

（７）金銭の信託の時価情報 

該当ありません。 
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４．中間貸借対照表 

  

（単位：百万円)

金　額 金　額

38,819 24,073
－ 9,000

1,988,668 2,076,012
（うち国債） （ 1,477,004 ） （ 1,531,853 ）

（うち地方債） （ 65,587 ） （ 59,463 ）

（うち社債） （ 334,832 ） （ 331,882 ）

（うち株式） （ 8,588 ） （ 7,056 ）

（うち外国証券） （ 102,655 ） （ 145,756 ）

35,672 36,168
保険約款貸付 35,672 36,168

1,228 1,166
1,075 568

125 101
930 1,258

40,062 36,881
その他の資産 40,062 36,881

13,747 10,017
△ 43 △ 39

2,120,286 2,195,208

1,995,280 2,055,007
支払備金 31,850 33,924
責任準備金 1,959,172 2,016,516
契約者配当準備金 4,257 4,566

3,253 3,446
1,026 923

13,353 12,395
未払法人税等 3,068 3,529
リース債務 499 498
その他の負債 9,785 8,366

49 －
2,590 2,226
2,688 2,978

2,018,241 2,076,976

17,250 17,250
30,000 30,000

資本準備金 10,000 10,000
その他資本剰余金 20,000 20,000

28,448 36,842
その他利益剰余金 28,448 36,842
　保険業法施行規則附則第10条積立金 325 325
　繰越利益剰余金 28,123 36,517

75,698 84,092
26,345 34,139
26,345 34,139

102,044 118,232
2,120,286 2,195,208

平成25年度末

要約貸借対照表

（平成26年３月31日現在）

平成26年度

中間会計期間末

（平成26年９月30日現在）

役員賞与引当金

貸付金

有価証券

（資　産　の　部）

その他負債

評価・換算差額等合計

その他資産

繰延税金資産

貸倒引当金

資産の部合計

（負　債　の　部）

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

（純　資　産　の　部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

保険契約準備金

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

退職給付引当金

価格変動準備金

負債の部合計

代理店借

再保険借

有形固定資産

無形固定資産

代理店貸

再保険貸

　　　　　　　　　　　　　　期　別

 科　目

現金及び預貯金

コールローン
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５．中間損益計算書 

  

（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度
中間会計期間 中間会計期間

平成25年４月１日から 平成26年４月１日から
平成25年９月30日まで 平成26年９月30日まで

金　額 金　額

202,251 207,049
182,426 185,223

（うち保険料） （ 180,476 ） （ 183,295 ）

19,422 21,474
（うち利息及び配当金等収入） （ 17,470 ） （ 18,669 ）

（うち有価証券売却益） （ 468 ） （ 1,561 ）

（うち特別勘定資産運用益） （ 1,445 ） （ 1,240 ）

401 352
194,930 192,046
83,320 88,959

（うち保険金） （ 15,224 ） （ 16,121 ）

（うち年金） （ 2,792 ） （ 4,413 ）

（うち給付金） （ 15,332 ） （ 16,353 ）

（うち解約返戻金 ） （ 46,861 ） （ 48,765 ）

（うちその他返戻金 ） （ 784 ） （ 1,071 ）

69,130 59,418
支払備金繰入額 2,371 2,074
責任準備金繰入額 66,758 57,344
契約者配当金積立利息繰入額 0 0

213 166
（うち支払利息） （ 35 ） （ 32 ）

（うち有価証券売却損） （ 148 ） （ 58 ）

（うち金融派生商品費用） （ 17 ） （ 54 ）

40,053 41,521
2,211 1,980
7,321 15,003

248 1,171
固定資産等処分損 45 0
価格変動準備金繰入額 202 289
その他特別損失 － 881

1,846 2,341
5,226 11,489
1,707 3,591

194 △ 100
1,902 3,490
3,324 7,998

　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　別

 科　目

経常収益

中間純利益

経常利益

事業費

その他経常費用

契約者配当準備金繰入額

税引前中間純利益

法人税及び住民税

法人税等調整額

法人税等合計

特別損失

その他経常収益

資産運用収益

保険料等収入

責任準備金等繰入額

資産運用費用

経常費用

保険金等支払金

 



10 
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社 

６．中間株主資本等変動計算書 
平成25年度中間会計期間

（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）　 （単位：百万円）

当中間期末残高 22,403 22,403 93,357

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

△ 4,900 △ 4,900 △ 4,900

当中間期変動額合計 △ 4,900 △ 4,900 △ 1,576

中間純利益 3,324

当期首残高 27,304 27,304 94,934

当中間期変動額

325 23,379 23,704 70,954

評価・換算差額等

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等

合計

当中間期末残高 17,250 10,000 20,000 30,000

－ 3,324 3,324 3,324当中間期変動額合計 － － － －

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

3,324 3,324 3,324中間純利益

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本
合計

資本
準備金

325 20,054 20,380 67,630

当中間期変動額

当期首残高 17,250 10,000 20,000 30,000

その他
資  本
剰余金

資  本
剰余金
合  計

その他利益剰余金

利  益
剰余金
合  計

保険業法
施行規則
附則第10
条積立金

繰  越
利  益
剰余金

 
平成26年度中間会計期間

（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）　 （単位：百万円）

当中間期変動額合計 7,793 7,793 15,792

当中間期末残高 34,139 34,139 118,232

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

7,793 7,793 7,793

中間純利益 7,998

当中間期変動額

－ － 394

会計方針の変更を反映した当期首残高 26,345 26,345 102,439

評価・換算差額等

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等

合計

当期首残高 26,345 26,345 102,044

会計方針の変更による累積的影響額

325 36,517 36,842 84,092

－ 7,998 7,998 7,998

当中間期末残高 17,250 10,000 20,000 30,000

当中間期変動額合計 － － － －

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

7,998 7,998 7,998中間純利益

当中間期変動額

株主資本

資本金

資本剰余金

28,843 76,093

－ 394 394 394

325 28,518

会計方針の変更による累積的影響額

当期首残高 17,250 10,000 20,000 30,000

会計方針の変更を反映した当期首残高 17,250 10,000 20,000 30,000

－ － － －

利益剰余金

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資  本
剰余金

資  本
剰余金
合  計

325 28,123 28,448 75,698

その他利益剰余金

利  益
剰余金
合  計

保険業法
施行規則
附則第10
条積立金

繰  越
利  益
剰余金
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

１．会計方針に関する事項

（１）有価証券の評価基準および評価方法

有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については

移動平均法による償却原価法(定額法)、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（平成12年11月16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券については、移動平均法

による償却原価法(定額法)、その他有価証券のうち時価のあるものについては、９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、移動平均法による原価法によっ

ております。その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（２）責任準備金対応債券

個人保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションの

コントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査

上の取扱い」に基づき、責任準備金対応債券に区分しております。小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金

対応債券のデュレーションを一定幅の中でマッチングさせる運用方針をとっております。

（３）デリバティブ取引の評価基準および評価方法

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

（４）有形固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し計上しております。

・有形固定資産（リース資産以外）

定率法を採用しております。

・リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（５）無形固定資産の減価償却の方法

・ソフトウェア

利用可能期間に基づく定額法によっております。

（６）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は９月末日の為替相場により円換算しております。

（７）引当金の計上方法

①貸倒引当金

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社の定める｢資産査定規程」および「同細則」に基づき、次の

とおり計上しております。

個別債権毎に回収可能性または価値の毀損状態を査定し、回収可能性に重大な懸念があると判断した債権または重大な

価値の毀損が生じていると判断した債権については必要と認められる額を引当てております。

また、上記以外の債権については過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引当て

ております。

なお、全ての債権は、「資産査定規程」および「同細則」に基づき、管轄部署が１次資産査定を実施し、当該部署から

独立した部署が２次資産査定を実施し、内部監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を

行っております。

②退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月

17日企業会計基準委員会）に従い、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき、計上しております。

退職給付債務見込額ならびに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準

数理計算上の差異の処理年数 13年

過去勤務費用の処理年数 ５年

（８）価格変動準備金の計上方法

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。

（９）リース取引の処理方法

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

（10）ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日企業会計基準委員会）

に従い、外貨建債券に対する為替変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジを行っております。  



12 
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社 

（11）消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、事業費等の費用は税込方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上のうえ５年間で

均等償却し、繰延消費税等以外のものについては当中間会計期間に費用処理しております。

（12）責任準備金の積立方法

責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しております。

・標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第48号）

・標準責任準備金の対象とならない契約については平準純保険料式

２．会計上の変更、過去の誤謬の訂正

第１四半期会計期間より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日企業会計基準委員会）

および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日企業会計基準委員会）に

基づき、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準に変更しております。

これに伴い、当中間会計期間の期首の利益剰余金が 394 百万円増加しております。また、当中間会計期間の経常利益および

税引前中間純利益は 30 百万円増加しております。

３．金融商品の時価等に関する事項

平成26年９月30日における中間貸借対照表計上額および時価、ならびにこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照のこと。）。

（単位：百万円）

（４）有価証券

①売買目的有価証券

②満期保有目的の債券

③責任準備金対応債券

（＊１）保険約款貸付に対応する一般貸倒引当金であります。

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預貯金

預貯金については全額満期のない預貯金であり、一部外貨預金を保有しております。外貨預金については９月末日の為替相場

により円換算しております。時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

(2) コールローン

短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

(3) 貸付金

保険約款貸付

保険約款貸付については、貸付金額を解約返戻金相当額の一定の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、

金利条件等から時価は中間貸借対照表計上額から貸倒引当金を控除した金額に近似しているものと想定されるため、当該金額

を時価としております。

デリバティブ取引計 (1,802) (1,802) - 

ヘッジ会計が適用されているもの (1,802) (1,802) - 

ヘッジ会計が適用されていないもの - - - 

デリバティブ取引（＊２）

資産計 2,145,250 2,287,214 141,964

2,076,012 2,217,976 141,964

④その他有価証券 785,794 785,794 -

25,420 25,861 440

1,246,313 1,387,836 141,523

18,483 18,483 - 

36,164 36,164 - 

貸倒引当金（＊１） △ 3 

保険約款貸付 36,168

（３）貸付金

（２）コールローン 9,000 9,000 - 

（１）現金及び預貯金 24,073 24,073 - 

中間貸借対照表計上額 時価 差額

 
 

 

 

 

未更新。 

確定後、差し替えを行う。 
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(4) 有価証券

有価証券については９月末日の市場価格等によっております。

なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。

①満期保有目的の債券

満期保有目的の債券において、種類ごとの中間貸借対照表計上額および時価、ならびにこれらの差額については、次のとおり

であります。

（単位：百万円）

②責任準備金対応債券

責任準備金対応債券において、種類ごとの中間貸借対照表計上額および時価、ならびにこれらの差額については、次のとおり

であります。

（単位：百万円）

③その他有価証券

その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価および中間貸借対照表計上額、ならびにこれらの差額について

は次のとおりであります。

（単位：百万円）

（1）株式

（2）債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

（3）その他

（1）株式

（2）債券

①国債・地方債等

②社債

③その他

（3）その他

合計 736,459 785,794 49,335

小計 10,356 10,341 △ 14

2,976 △ 8

- - -

4,327 4,322 △ 5

10,356 10,341 △ 14中間貸借対照表
計上額が取得原
価または償却原
価を超えないも
の

- - -

3,043 3,042 △ 0

2,984

小計 726,103 775,452 49,349

- - -

119,044 129,010 9,966

190,355 198,061 7,705

416,703 448,380 31,676

726,103 775,452 49,349中間貸借対照表
計上額が取得原
価または償却原
価を超えるもの

- - -

種類
取得原価または

償却原価
中間貸借対照表計上額 差額

合計 25,420 25,861 440

小計 - - -

（3）その他 - - -

（2）社債 - - -
時価が中間貸借
対照表計上額を
超えないもの

（1）国債・地方債等 - - -

小計 25,420 25,861 440

（3）その他 - - -

（2）社債 - - -
時価が中間貸借
対照表計上額を
超えるもの

（1）国債・地方債等 25,420 25,861 440

種類 中間貸借対照表計上額 時価 差額

合計 1,246,313 1,387,836 141,523

小計 - - -

（3）その他 - - -

（2）社債 - - -
時価が中間貸借
対照表計上額を
超えないもの

（1）国債・地方債等 - - -

小計 1,246,313 1,387,836 141,523

（3）その他 7,164 7,270 105

（2）社債 128,079 140,279 12,199
時価が中間貸借
対照表計上額を
超えるもの

（1）国債・地方債等 1,111,069 1,240,287 129,218

種類 中間貸借対照表計上額 時価 差額
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デリバティブ取引

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの

該当ありません。

(2) ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの９月末日における契約額または契約に

おいて定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の

「資産(4)③その他有価証券」には含めておりません。

（単位：百万円）

(*) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象

    とはしておりません。

４．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権は、該当ありません。

５．有形固定資産の減価償却累計額は 1,857 百万円 であります。

６．保険業法第118条に規定する特別勘定資産の額は、20,362 百万円 であります。なお、負債の額も同額であります。

７．中間貸借対照表に計上したリース資産の他、リース契約により使用している重要な有形固定資産として自動車等があり

ます。

８．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。

当期首現在高 百万円

当中間会計期間契約者配当金支払額 百万円

利息による増加等 百万円

契約者配当準備金繰入額 百万円

当中間会計期間末現在高 百万円

９. 保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する支払

備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 770 百万円、同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に

相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は 1,930 百万円であります。

10. 当中間会計期間末の１株当たりの純資産額は 4,338 円 80 銭であります。

11．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間会計期間末における当社の今後の負担見積額は 

4,844 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

12. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

2,341

4,566

4,257

2,033

0

非上場株式(*) 0

区分 中間貸借対照表計上額

合計 42,065 - △ 1,802

ユーロ（対円） 16,581 - △ 169

米ドル（対円） 25,484 - △ 1,633時価ヘッジ
先物為替相場に
よっております。

為替予約取引
その他
有価証券

売建

うち１年超

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

時価の
算定方法
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（中間損益計算書関係） 

 
１．有価証券売却益の内訳は国債 208 百万円、社債 67 百万円、外国債券 29 百万円、株式 1,255百万円であります。

２．有価証券売却損は外国債券 58 百万円であります。

３．支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 338 百万円、責任準備金繰入額の計算上、
足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 86 百万円であります。

４．利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりであります。

有価証券利息・配当金 百万円
貸付金利息 百万円

その他利息配当金 百万円

計 百万円

５．１株当たりの中間純利益の金額は、293 円 53 銭であります。

６. その他特別損失は、平成26年９月１日付で実施した当社の社名変更、および兄弟会社である損害保険ジャパン日本興亜
株式会社の合併に関連する費用であります。

７. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

5

18,669

18,075
589

 
 

 

 
（中間株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 （単位：千株）

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

該当する事項はありません。

３．配当金支払額

該当する事項はありません。

４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

普通株式 - - - -

合計 - - - -

合計 27,250 - - 27,250

自己株式

発行済株式

普通株式 27,250 - - 27,250

当期首 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数
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７．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 平成 25 年度 

第２四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期） 

基礎利益              Ａ 7,406 13,988 

キャピタル収益 501 1,561 

 

金銭の信託運用益 － － 

売買目的有価証券運用益 － － 

有価証券売却益 468 1,561 

金融派生商品収益 － － 

為替差益 33 － 

その他キャピタル収益 － － 

キャピタル費用 165 116 

 

金銭の信託運用損 － － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有価証券売却損 148 58 

有価証券評価損 － － 

金融派生商品費用 17 54 

為替差損 － 2 

その他キャピタル費用 － － 

キャピタル損益             Ｂ 335 1,444 

キャピタル損益含み基礎利益      Ａ＋Ｂ 7,741 15,433 

臨時収益 － － 

 

再保険収入 － － 

危険準備金戻入額 － － 

個別貸倒引当金戻入額 － － 

その他臨時収益 － － 

臨時費用 420 430 

 

再保険料 － － 

危険準備金繰入額 418 426 

個別貸倒引当金繰入額 1 4 

特定海外債権引当勘定繰入額 － － 

貸付金償却 － － 

その他臨時費用 － － 

臨時損益                Ｃ △ 420 △ 430 

経常利益             Ａ＋Ｂ＋Ｃ 7,321 15,003 
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８．債務者区分による債権の状況 

（単位：百万円、％） 

区    分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

 破産更生債権およびこれらに準ずる債権  － － 

 危険債権  － － 

 要管理債権  － － 

小計  － － 

（対合計比） （   －） （   －） 

 正常債権  36,194 36,707 

合計  36,194 36,707 

（注）１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始または再生

手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれ

らに準ずる債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績

が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い

債権です。 

３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金および条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上

延滞貸付金とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延して

いる貸付金（注１および２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営

再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注１および２に掲げ

る債権ならびに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。 

４．正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、注１か

ら３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。 

 

 

９.リスク管理債権の状況 

該当ありません。 
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１０．ソルベンシー・マージン比率 

        （単位：百万円） 

項   目 平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第２四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 255,250 288,720 

 資本金等 75,698 84,701 

 価格変動準備金 2,688 2,978 

 危険準備金 25,475 25,901 

 一般貸倒引当金 13 6 

 その他有価証券の評価差額×90％（マイナスの場合 100％） 34,098 44,401 

 土地の含み損益×85％（マイナスの場合 100％） － － 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 129,606 130,855 

 負債性資本調達手段等 － － 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額および負債性資本 

調達手段等のうち、マージンに算入されない額 
△ 25,368 △ 16,898 

 持込資本金等 － － 

 控除項目 － － 

 その他 13,037 16,773 

リスクの合計額  
4

2

732

2

81 )()( RRRRRR    （Ｂ） 32,244 34,270 

 保険リスク相当額        Ｒ1 12,739 12,950 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 6,290 6,581 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 8,208 8,237 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7 357 359 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 16,366 18,421 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 879 931 

ソルベンシー・マージン比率 

   （Ａ）    

（１／２）×（Ｂ） 

1,583.2％ 1,684.9％ 

（注）１．上記は、保険業法施行規則第 86 条、第 87 条および平成８年大蔵省告示第 50 号の規定に 

基づいて算出しております。 

２．最低保証リスク相当額は、標準的方式により算出しております。 

 

＜参考＞実質資産負債差額                                                            （単位：百万円） 

項   目 平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第２四半期 

（上半期）末 

資産の部に計上されるべき金額の合計額         （１） 2,236,771 2,337,168 

負債の部に計上されるべき金額の合計額を 

基礎として計算した金額         
1,848,457 1,901,666 

実質資産負債差額Ａ      （１）－（２）＝（３） 388,314 435,502 

満期保有目的の債券・責任準備金対応債券に 

係る時価評価額と帳簿価額との差額  
116,583 141,964 

実質資産負債差額Ｂ      （３）－（４）＝（５） 271,731 293,538 

（注）上記は、保険業法第 132 条第２項に規定する区分等を定める命令第３条および平成 11 年金融 

監督庁・大蔵省告示第２号の規定に基づき算出しております。 

 

 

×１００ 

（２） 

（４） 
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１１．特別勘定の状況  

（１）特別勘定資産残高の状況 

          （単位：百万円） 

区  分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

個 人 変 額 保 険 19,291 20,362 

個 人 変 額 年金 保 険 － － 

団 体 年 金 保 険 － － 

特 別 勘 定 計 19,291 20,362 

 
（２）保有契約高 

 

・個人変額保険                       （単位：件、百万円） 

区  分 
平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

変額保険（有期型） 98 647 64 328 

変額保険（終身型） 12,483 82,047 12,300 80,441 

合    計 12,581 82,695 12,364 80,769 

 

・個人変額年金保険        
該当ありません。 
 

 

 

１２．保険会社およびその子会社等の状況 

該当ありません。 
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証券化商品等への投資およびサブプライム関連投資状況につきましては、以下のとおりです。 

 

１．特別目的事業体（SPEs）一般 

該当する投資はありません。 

 

２．債務担保証券（CDO） 

該当する投資はありません。 

 

３．その他のサブプライム・Alt-A エクスポージャー 

該当する投資はありません。 

 

４．商業用不動産担保証券（CMBS） 

該当する投資はありません。 

 

５．レバレッジド・ファイナンス 

該当する投資はありません。 

 

６．その他 

（単位：百万円） 

 時価 含み損益 実現損益 

ＲＭＢＳ 45,847 1,693 － 

クレジットリンクノート 1,009 9 － 

※１．ＲＭＢＳ…Residential Mortgage-Backed Securities（住宅ローン担保証券）の略であり、 

      すべて日本の住宅金融支援機構が発行した財投機関債です。 

※２．クレジットリンクノート…クレジットデフォルトスワップを組込んだ仕組み債券です。  

※３．含み損益は、時価から帳簿価額を差し引いたものです。 

※４．実現損益は、売却損益に減損額を加えたものです。（利息は含めておりません。） 
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